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1. 18年 9月中間期の業績 （平成18年 4月 1日～平成18年 9月30日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 9月中間期       72,954     0.0         419   △33.2       1,361   △16.0
17年 9月中間期       72,918   △13.0         627   179.9       1,621    65.2

18年 3月期      144,710－          513－        2,472－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

18年 9月中間期          301   △68.4           2.30
17年 9月中間期          954   △62.1           7.29

18年 3月期          547－           4.18

(注 )1.期中平均株式数 18年 9月中間期    130,801,286株 17年 9月中間期    130,808,438株
18年 3月期    130,806,009株

2.会計処理の方法の変更 有
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )財政状態

総 資 産 純 資 産 自 己 資 本 比 率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

18年 9月中間期      134,491       51,438     38.2        393.26
17年 9月中間期      127,625       51,087     40.0        390.56

18年 3月期      128,852       51,857     40.3        396.46

(注 )1.期末発行済株式数 18年 9月中間期    130,800,203株 17年 9月中間期    130,805,483株
18年 3月期    130,801,673株

2.期末自己株式数 18年 9月中間期         75,016株 17年 9月中間期         69,736株
18年 3月期         73,546株

2. 19年 3月期の業績予想 （平成18年 4月 1日～平成19年 3月31日）

売 上 高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円
通 期      149,000       2,500         700

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )           5円 35銭

3. 配当状況

・ 現 金 配 当 １ 株 当 た り 配 当 金 ( 円 )

中 間 期 末 期 末 年 間
18年 3月期 3.75 3.75 7.50
19年 3月期(実 績 ) 3.75 －
19年 3月期(予 想 ) － 3.75 7.50

(注 )18年 9月中間期末配当金の内訳 記念配当 － 円 － 銭 特別配当 － 円 － 銭

※ 業 績 予 想 に つ き ま し て は 、 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際
　 の 業 績 は 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 場 合 が あ り ま す 。
　 上 記 業 績 予 想 に 関 す る 事 項 に つ き ま し て は 、 連 結 添 付 資 料 の ７ ペ ー ジ を ご 参 照 く だ さ い 。
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    ６．個別中間財務諸表等６．個別中間財務諸表等６．個別中間財務諸表等６．個別中間財務諸表等    

(1）中間貸借対照表 
（単位：百万円） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日現在） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年３月31日現在） 

 

期  別 

科  目 

 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

（資産の部）   ％ ％  ％

Ⅰ 流動資産     

 １ 現金及び預金  ５，７１９ １２，４８７  １４，３７３ 

 ２ 受取手形  ４，２２１ ３，７８９  ４，１５５ 

 ３ 売掛金  ２５，９０７ ２８，５１２  ２２，４７２ 

 ４ 棚卸資産  １７，２５９ １７，６２４  １７，７６７ 

 ５ 短期貸付金  ７，３３９ ６，３２０  ４，２５７ 

 ６ 繰延税金資産  ５２４ ６３０  ６０７ 

 ７ 繰延ヘッジ損失  ３０ －  － 

 ８ その他  ２，５５１ ６２８  ８０５ 

   貸倒引当金  △２４４ △１６２  △１９９ 

    流動資産合計   ６３，３０６ 49.6 ６９，８２８ 51.9  ６４，２３７ 49.8

Ⅱ 固定資産     

 １ 有形固定資産     

  (1）建物  ５，１８２ ５，０３１  ５，１３５ 

  (2）機械及び装置  ４，２２９ ４，８２２  ４，１４２ 

  (3）土地  １０，８７６ １０，９５３  １０，９５３ 

  (4）建設仮勘定  ２２６ ７７６  ５９０ 

  (5）その他  １，１３０ １，２０１  １，２１０ 

     計  ２１，６４３ ２２，７８３  ２２，０３０ 

 ２ 無形固定資産     

  (1）ソフトウェア  ４２３ ３６０  ４０９ 

  (2）その他  ７７ ７６  ７７ 

     計  ５００ ４３６  ４８６ 

 ３ 投資その他の資産    

  (1）投資有価証券  ２０，３０８ ２２，７９４  ２２，３１９ 

  (2）長期貸付金  １３，２９３ １１，８９２  １１，９５７ 

  (3）前払年金費用  ４，５３５ ４，１６８  ４，２１８ 

  (4）繰延税金資産  １，８９９ １，５８０  １，８８６ 

  (5）その他  ４，１２９ ３，８７０  ４，０７９ 

   貸倒引当金  △１，９８８ △２，８６０  △２，３６０ 

     計  ４２，１７６ ４１，４４４  ４２，０９９ 

    固定資産合計   ６４，３１９ 50.4 ６４，６６３ 48.1  ６４，６１５ 50.2

    資産合計   １２７，６２５ 100.0 １３４，４９１ 100.0  １２８，８５２ 100.0
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（単位：百万円） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日現在） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年３月31日現在） 

 

期  別 

科  目 

 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

（負債の部）   ％ ％  ％

Ⅰ 流動負債     

 １ 支払手形  ３，３７８ ３，２８３  ２，９５０ 

 ２ 買掛金  ２６，３８２ ２９，１８１  ２２，５５４ 

 ３ 短期借入金  １２，１４３ １０，８８４  １１，４３２ 

 ４ 未払金  １６，５８８ ２０，００６  １９，２８２ 

 ５ 未払法人税等  ３４４ ９１  １，５９３ 

 ６ 賞与引当金  １，０８４ １，１９０  ９７２ 

 ７ 繰延ヘッジ利益  － －  ２９ 

 ８ その他  ２，６６３ ２，９６６  ２，７１１ 

    流動負債合計   ６２，５８２ 49.1 ６７，６０１ 50.3  ６１，５２３ 47.7

Ⅱ 固定負債     

 １ 社債  ５，０００ ５，０００  ５，０００ 

 ２ 長期借入金  ５，５５２ ６，４５８  ６，１７２ 

 ３ 製品保証引当金  － １８３  ２２８ 

 ４ 退職給付引当金  ２，７９４ ２，８９２  ２，８６２ 

 ５ 役員退職慰労引当金 － ３１６  ６０３ 

 ６ その他  ６１０ ６０３  ６０７ 

    固定負債合計   １３，９５６ 10.9 １５，４５２ 11.5  １５，４７２ 12.0

    負債合計   ７６，５３８ 60.0 ８３，０５３ 61.8  ７６，９９５ 59.7

     

（資本の部）     

Ⅰ 資本金   １３，１５０ 10.3 － -  １３，１５０ 10.2

Ⅱ 資本剰余金     

 １ 資本準備金  １１，８５１ －  １１，８５１ 

    資本剰余金合計  １１，８５１ 9.3 － -  １１，８５１ 9.2

Ⅲ 利益剰余金     

 １ 利益準備金  ２，７０９ －  ２，７０９ 

 ２ 任意積立金  １６，６９５ －  １６，６９５ 

 ３ 中間（当期）未処分利益 ３，９２２ －  ３，０１８ 

    利益剰余金合計  ２３，３２６ 18.2 － -  ２２，４２２ 17.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金  ２，７８３ 2.2 － -  ４，４５８ 3.5

Ⅴ 自己株式   △２３ △0.0 － -  △２４ △0.0

    資本合計   ５１，０８７ 40.0 － -  ５１，８５７ 40.3

    負債資本合計   １２７，６２５ 100.0 － -  １２８，８５２ 100.0

  
 



 －3－

 
（単位：百万円） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日現在） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年３月31日現在） 

 

期  別 

科  目 

 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

（純資産の部）   ％ ％  ％

Ⅰ 株主資本     

 １ 資本金   － - １３，１５０ 9.8  － -

 ２ 資本剰余金     

  (1）資本準備金  － １１，８５１  － 

  (2）その他資本剰余金 － ０  － 

    資本剰余金合計  － - １１，８５１ 8.8  － -

 ３ 利益剰余金     

  (1）利益準備金  － ２，７０９  － 

  (2）その他利益剰余金    

    配当引当積立金 － ４８５  － 

    別途積立金  － １５，８００  － 

    繰越利益剰余金 － ３，２３８  － 

    利益剰余金合計  － - ２２，２３２ 16.5  － -

 ４ 自己株式   － - △２４ △0.0  － -

    株主資本合計   － - ４７，２０９ 35.1  － -

Ⅱ 評価・換算差額等     

 １ その他有価証券評価差額 
   金 

 － - ４，２１５ 3.1  － -

 ２ 繰延ヘッジ損益   － - １４ 0.0  － -

    評価・換算差額等合計  － - ４，２２９ 3.1  － -

    純資産合計   － - ５１，４３８ 38.2  － -

    負債純資産合計  － - １３４，４９１ 100.0  － -

  
 



 －4－

 
(2）中間損益計算書 

（単位：百万円） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 

期  別 

 

科  目 

 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比 

   ％ ％  ％

Ⅰ 売上高   ７２，９１８ 100.0 ７２，９５４ 100.0  １４４，７１０ 100.0

Ⅱ 売上原価   ５６，２２１ 77.1 ５６，７７１ 77.8  １１１，９５８ 77.4

   売上総利益   １６，６９７ 22.9 １６，１８３ 22.2  ３２，７５２ 22.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費  １６，０７０ 22.0 １５，７６４ 21.6  ３２，２３９ 22.3

   営業利益   ６２７ 0.9 ４１９ 0.6  ５１３ 0.3

Ⅳ 営業外収益   １，７５３ 2.4 １，８２８ 2.5  ３，４９０ 2.4

Ⅴ 営業外費用   ７５９ 1.1 ８８６ 1.2  １，５３１ 1.0

   経常利益   １，６２１ 2.2 １，３６１ 1.9  ２，４７２ 1.7

Ⅵ 特別利益   ４２４ 0.6 １２２ 0.1  １，６８５ 1.2

Ⅶ 特別損失   ４４１ 0.6 ７３０ 1.0  ２，５８７ 1.8

 税引前中間（当期）純利益  １，６０４ 2.2 ７５３ 1.0  １，５７０ 1.1

 法人税、住民税及び事業税 ４１３ １３  ２，００２ 

 法人税等調整額  ２３７ ６５０ 0.9 ４３９ ４５２ 0.6 △９７９ １，０２３ 0.7

 中間（当期）純利益   ９５４ 1.3 ３０１ 0.4  ５４７ 0.4

 前期繰越利益   ２，９６８ －   ２，９６８

 中間配当額   － －   ４９１

 合併による抱合株式消却損  － －   ６

 中間（当期）未処分利益  ３，９２２ －   ３，０１８
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(3）中間株主資本等変動計算書 
当中間会計期間（自 平成 18年４月１日 至 平成 18年９月 30日） 

（単位：百万円） 

株 主 資 本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

資
本
金 

資
本
準
備
金 

そ
の
他
資
本
剰
余
金 

資
本
剰
余
金
合
計 

利
益
準
備
金 

配
当
引
当
積
立
金 

退
職
積
立
金 

別
途
積
立
金 

繰
越
利
益
剰
余
金 

利
益
剰
余
金
合
計 

自
己
株
式 

株
主
資
本
合
計 

平成18年３月31日残高 13，150 11,851 － 11,851 2,709 485 410 15,800 3,018 22,422 △24 47,399 

中間会計期間中の 
変動額 

            

 退職積立金の取崩 
 （注） 

      △410  410 －  － 

 剰余金の配当（注）         △491 △491  △491 

 中間純利益         301 301  301 

 自己株式の処分   0 0       0 0 

 自己株式の取得           △0 △0 

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動
額（純額） 

            

中間会計期間中の変動
額合計 

－ － 0 0 － － △410 － 220 △190 △0 △190 

平成18年９月30日残高 13,150 11,851 0 11,851 2,709 485 － 15,800 3,238 22,232 △24 47,209 

 
（単位：百万円） 

評価・換算差額等  

その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計 
純資産合計 

平成18年３月31日残高 4,458 － 4,458 51,857 

中間会計期間中の 
変動額 

    

 退職積立金の取崩 
 （注） 

   － 

 剰余金の配当（注）    △491 

 中間純利益    301 

 自己株式の処分    0 

 自己株式の取得    △0 

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動
額（純額） 

△243 14 △229 △229 

中間会計期間中の変動
額合計 

△243 14 △229 △419 

平成18年９月30日残高 4,215 14 4,229 51,438 

（注）平成 18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 １．資産の評価基準及び評価

方法 満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 

 ───── …償却原価法（定額法） ───── 
 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

 …移動平均法による原価法 …同左 …同左 

 その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

 …中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定して

いる） 

…中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定し

ている） 

…期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定してい

る） 

 時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

 …移動平均法による原価法 …同左 …同左 

 (2）デリバティブ (2）デリバティブ (2）デリバティブ 

 …時価法 …同左 …同左 

 (3）棚卸資産 (3）棚卸資産 (3）棚卸資産 

 …移動平均法による原価基準

によっている。なお、未成

工事支出金については、個

別法による原価基準を採用

している。 

…同左 …同左 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 ２．固定資産の減価償却の方

法  定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については、定

額法）を採用している。 

同左 同左 

  なお、主な耐用年数は以下の

とおりである。 

  

 建物及び構築物 ３～60年 

機械装置及び運搬具 ４～15年 
 

  

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  定額法を採用している。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

いる。 

同左 同左 

 (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 

  定額法を採用している。 同左 同左 

 (4）少額減価償却資産 (4）少額減価償却資産 (4）少額減価償却資産 

  取得価額が10万円以上20万円

未満の資産については、法人税

法の規定に基づき、３年間で均

等償却している。 

同左 同左 
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前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上してい

る。 

同左 同左 

 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

  従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額に基づき計上している。 

同左 同左 

 ───── (3）製品保証引当金 (3）製品保証引当金 

   主として製品の引渡後に発生

する費用支出に備えるため、保

証期間内における補修費用見込

額を計上している。 

 主として製品の引渡後に発生

する費用支出に備えるため、保

証期間内における補修費用見込

額を計上している。 

   （追加情報） 

    当引当金は前期に事業譲渡し

た一部製品について将来の費用

支出が見込まれることとなった

ため、当期末より計上してい

る。 

 (4）退職給付引当金 (4）退職給付引当金 (4）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上している。（なお、

企業年金制度については、年金

資産額が退職給付債務を超える

ため、前払年金費用を計上して

いる。） 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（３年）による

定額法により費用処理してい

る。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）により按分した額

をそれぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理することとしてい

る。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上している。（な

お、企業年金制度については、

年金資産が退職給付債務を超え

るため、前払年金費用を計上し

ている。） 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（３年）による

定額法により費用処理してい

る。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしている。 
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前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ───── (5）役員退職慰労引当金 (5）役員退職慰労引当金 

   役員及び執行役員への退職慰

労金の支払に備えるため、内規

を基礎として算定された当中間

会計期間末の支給見積額を計上

している。 

 役員及び執行役員への退職慰

労金の支払に備えるため、内規

を基礎として算定された当期末

の支給見積額を計上している。 

  （会計方針の変更） （会計方針の変更） 

   当社の役員退職慰労金は、前

中間会計期間は支出時の費用と

して処理していたが、前事業年

度の下期において内規に基づく

期末要支給額を役員退職慰労引

当金として計上する方法に変更

している。 

 なお、当該変更に伴う影響額

は前事業年度の額と同額であ

る。 

 当社は、従来、取締役、監査

役及び執行役員に対する退職慰

労金を支出時の費用として計上

していたが、当期末より、内規

を基礎として算定された期末の

支給見積額を役員退職慰労引当

金として計上する方法に変更し

た。 

 この変更は、平成18年４月28

日の取締役会において、定時株

主総会での承認を条件として、

取締役、監査役及び執行役員の

退職慰労金制度を平成18年６月

の定時株主総会終結のときを

もって廃止すること、廃止日ま

での在任期間に対応する退職慰

労金は退任時に支給することを

決定したことによるものであ

る。 

 この変更に伴い、過年度対応

額511百万円は特別損失に、当

期発生額92百万円は販売費及び

一般管理費に計上している。 

 この結果、従来と比べ営業利

益及び経常利益は92百万円、税

引前当期純利益は603百万円そ

れぞれ少なく計上されている。 

 なお、この変更は、上述のと

おり平成18年４月における役員

退職慰労金制度の見直しを契機

として行われたものであり、当

中間期においては従来の方法に

よっている。この変更を行った

場合に比べ、当中間期の営業利

益及び経常利益は46百万円、税

引前中間純利益は557百万円多

く計上されている。 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理している。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ている。 
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前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によってい

る。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用してい

る。なお為替予約及び通貨オプ

ションについては振当処理の要

件を満たしている場合は振当処

理を、金利スワップについては

特例処理の要件を満たしている

場合は特例処理を採用してい

る。 

同左 同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  為替予約及び通貨オプション

を手段とし、外貨建債権債務及

び外貨建予定取引を対象として

いる。金利スワップを手段と

し、借入金を対象としている。 

同左 同左 

 ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 

  当社の内部規定である「リス

ク管理方針」に基づき、為替変

動リスクをヘッジしている。 

同左 同左 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ対象のキャッシュ・フ

ロー変動の累計又は相場変動と

ヘッジ手段のキャッシュ・フ

ロー変動の累計又は相場変動を

半期ごとに比較し、両者の変動

額等を基礎にして、ヘッジ有効

性を評価している。ただし、特

例処理によっている金利スワッ

プについては有効性の評価を省

略している。 

同左 同左 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 ７．その他中間財務諸表作成

のための基本となる重要

な事項 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっている。 

同左 同左 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

───── 
（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 
───── 

  当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用している。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は、51,424百万円である。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成している。 

 

   

───── 
（借上社宅の従業員負担部分の賃貸借料相殺

処理） 
───── 

  従来、当社は、借上社宅の従業員負担部分

を「賃貸料」として営業外収益に計上してい

たが、これは実質的に「賃借料」を負担して

いるものであることから販売費及び一般管理

費の「賃借料」を控除する方法に変更した。

この変更により、従来の方法によった場合と

比べ、販売費及び一般管理費が124百万円減

少し、営業利益が124百万円増加している

が、経常利益及び税引前中間純利益に与える

影響はない。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

 １ 有形固定資産の減価償却累計額は、 

30,187百万円である。 

 １ 有形固定資産の減価償却累計額は、 

31,037百万円である。 

 １ 有形固定資産の減価償却累計額は、 

30,653百万円である。 

 ２ 担保資産及び担保付債務  ２ 担保資産及び担保付債務  ２ 担保資産及び担保付債務 

  担保に供している資産は次のとおりで

ある。 

  担保に供している資産は次のとおりで

ある。 

  担保に供している資産は次のとおりで

ある。 
 

建物 586 百万円

構築物 18 

土地 24 

計 628 
  

 
建物 554 百万円

構築物 17 

土地 24 

計 595 
  

 
建物 570 百万円

構築物 17 

土地 24 

計 611 
  

上記に対応する債務 上記に対応する債務 上記に対応する債務 
 

一年以内に返済予定
の長期借入金 44 百万円

長期借入金 82 

計 126 
  

 
一年以内に返済予定
の長期借入金 44 百万円

長期借入金 38 

計 82 
  

 
一年以内に返済予定
の長期借入金 

44 百万円

長期借入金 60 

計 104 
  

 ３ 保証債務  ３ 保証債務  ３ 保証債務 

  下記会社の銀行借入に対し、次のとおり

保証を行っている。 

  下記会社の銀行借入に対し、次のとおり

保証を行っている。 

  下記会社の銀行借入に対し、次のとおり

保証を行っている。 
 

DAIKEN SARAWAK SDN.BHD. 

 618 百万円

（US$ 5,460,460 ） 

大建工業（寧波）有限公司 

 532 

（US$ 4,700,000 ） 

DAIKEN MIRI SDN.BHD. 209 

（M$ 7,000,000 ） 

ダイケンホーム㈱の住
宅購入者（住宅ローン
つなぎ融資） 

128 

当社の土地購入者 13 

計 1,500 
  

 
大建工業（寧波）有限公司 

 507 百万円

（US$ 4,300,000 ） 

 30 

（RMB 2,000,000 ） 

DAIKEN MIRI SDN.BHD. 1,620 

 1,533 

（US$ 13,000,000 ） 

 144 

（M$ 4,500,000 ） 

DAIKEN SARAWAK SDN.BHD. 

 62 

（M$ 1,959,000 ） 

ダイケンホーム㈱の住
宅購入者（住宅ローン
つなぎ融資） 

66 

当社の土地購入者 12 

計 3,974 
  

 
大建工業（寧波）有限公司 

 505 百万円

（US$ 4,300,000 ） 

DAIKEN MIRI SDN.BHD. 1,000 

 2,056 

（US$ 17,500,000 ） 

 350 

（M$ 11,000,000 ） 

DAIKEN SARAWAK SDN.BHD. 

 330 

（US$ 2,812,588 ） 

 110 

（M$ 3,435,500 ） 

ダイケンホーム㈱の住
宅購入者（住宅ローン
つなぎ融資） 

63 

当社の土地購入者 12 

計 4,426 
  

  上記以外に下記の保証を行っている。   上記以外に下記の保証を行っている。   上記以外に下記の保証を行っている。 
 

（債権流動化に対する買戻し義務） 

ダイケンエンジニア
リング㈱他５社 1,151 百万円

  

 
（債権流動化に対する買戻し義務） 

ダイランバー㈱他５
社 1,020 百万円

  

 
（債権流動化に対する買戻し義務） 

ダイランバー㈱他４
社 1,280 百万円
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前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

 ４ 偶発債務  ４ 偶発債務  ４ 偶発債務 
 

債権流動化に対する
買戻し義務 1,894 百万円

  

 
債権流動化に対する
買戻し義務 2,208 百万円

  

 
債権流動化に対する
買戻し義務 1,896 百万円

受取手形裏書譲渡高 41 
  

  子会社の一括支払信託債務に対する併存

的債務引受 

  子会社の一括支払信託債務に対する併存

的債務引受 

  子会社の一括支払信託債務に対する併存

的債務引受 
 

井波ダイケンプロダ
クツ㈱ 3,473 百万円

西日本ダイケンプロ
ダクツ㈱ 3,237 

三重ダイケン㈱ 1,662 

中部ダイケンプロダ
クツ㈱ 627 

東日本ダイケンプロ
ダクツ㈱ 279 

計 9,278 
  

 
井波ダイケンプロダ
クツ㈱ 4,020 百万円

中部ダイケンプロダ
クツ㈱ 460 

西日本ダイケンプロ
ダクツ㈱ 3,471 

三重ダイケン㈱ 2,123 

東日本ダイケンプロ
ダクツ㈱ 334 

計 10,408 
  

 
井波ダイケンプロダ
クツ㈱ 3,505 百万円

中部ダイケンプロダ
クツ㈱ 675 

西日本ダイケンプロ
ダクツ㈱ 2,902 

三重ダイケン㈱ 2,060 

東日本ダイケンプロ
ダクツ㈱ 248 

計 9,390 
  

─────  ５ 中間会計期間末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済処

理している。 

 なお、当中間会計期間の末日は金融機

関の休日であったため、次の満期手形が

中間会計期間末日残高に含まれている。 

───── 

 
 

受取手形 0 百万円

支払手形 524 
  

 

 ６ 消費税等の取扱い  ６ 消費税等の取扱い ───── 
 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動資産の「その他」に含めて表示して

いる。 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含めて表示して

いる。 

 

 ７ 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行12行と当座貸越契約及び

貸出コミットメント契約を締結してい

る。 

 当中間会計期間末における当座貸越契

約及び貸出コミットメントに係る借入未

実行残高は次のとおりである。 

 ７ 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引金融機関４社と当座貸越契約

及び貸出コミットメント契約を締結して

いる。 

 当中間会計期間末における当座貸越契

約及び貸出コミットメントに係る借入未

実行残高は次のとおりである。 

 ７ 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引金融機関４社と当座貸越契約

及び貸出コミットメント契約を締結して

いる。 

 当事業年度末における当座貸越契約及

び貸出コミットメントに係る借入未実行

残高は次のとおりである。 
 

当座貸越極度額及び貸出 
コミットメントの総額 

 18,200 百万円

借入実行残高 － 

差引額 18,200 
  

 
当座貸越極度額及び貸出 
コミットメントの総額 

 13,200 百万円

借入実行残高 － 

差引額 13,200 
  

 
当座貸越極度額及び貸出 
コミットメントの総額 

 13,200 百万円

借入実行残高 － 

差引額 13,200 
  

 



－13－ 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 １ 営業外収益のうち主要なもの  １ 営業外収益のうち主要なもの  １ 営業外収益のうち主要なもの 
 

受取利息 266 百万円

賃貸料 806
  

 
受取利息 234 百万円

賃貸料 685
  

 
受取利息 527 百万円

賃貸料 1,622
  

 ２ 営業外費用のうち主要なもの  ２ 営業外費用のうち主要なもの  ２ 営業外費用のうち主要なもの 
 

支払利息 123 百万円

減価償却費 463
  

 
支払利息 128 百万円

減価償却費 484
  

 
支払利息 236 百万円

減価償却費 952
  

 ３ 特別利益のうち主要なもの  ３ 特別利益のうち主要なもの  ３ 特別利益のうち主要なもの 
 

土地売却益 152 百万円

投資有価証券売却益 54

貸倒引当金戻入額 217
  

 
投資有価証券売却益 1 百万円

貸倒引当金戻入額 121
  

 
土地売却益 152 百万円

投資有価証券売却益 1,311

貸倒引当金戻入額 221
  

 ４ 特別損失のうち主要なもの  ４ 特別損失のうち主要なもの  ４ 特別損失のうち主要なもの 
 

固定資産除却損 33 百万円

固定資産売却損 54

子会社株式売却損 216

棚卸損失 13

棚卸資産評価損 84

役員退職金 41
  

 
固定資産除却損 38 百万円

投資有価証券評価損 110

貸倒引当金特別繰入
額 582

  

 
固定資産除却損 154 百万円

棚卸損失 223

棚卸資産評価損 323

投資有価証券評価損 517

関係会社株式売却損 216

貸倒引当金特別繰入
額 374

製品保証引当金繰入
額 228

役員退職金 41

過年度役員退職慰労
引当金繰入額 511

  
 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 
 

有形固定資産 637 百万円

無形固定資産 84
  

 
有形固定資産 691 百万円

無形固定資産 91
  

 
有形固定資産 1,343 百万円

無形固定資産 175
  

 

（中間株主資本等変動計算書関係） 
当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 前事業年度末 
株式数（千株） 

当中間会計期間 
増加株式数（千株） 

当中間会計期間 
減少株式数（千株） 

当中間会計期間末 
株式数（千株） 

自己株式     

普通株式 73 2 0 75 

合  計 73 2 0 75 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加２千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の買増しによる減少である。 

 

 

① リース取引 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。 

 

 

② 有価証券 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価の

あるものはない。 


